



義 永 忠 一
は じめに
中小企業の海外事業展開が加速 している。日本の将来人口予測から,今後
日本国内市場は先細るとして,成 長著 しい海外,特 に東南アジアを中心に海
外事業展開を図ろうとしている。本稿が注 目す る製造業では,2012年まで
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認する。そ して第2節 でマ レーシアにおける労働環境について検討 した上
で,第3節 では海外事業展開する中小企業の労務管理に関する先行研究の整
理を行う。第4節 では事例研究を行い,対 象企業の労務管理の実態について
明らかにする。第5節 で考察を行い,お わりにとして結論,本 稿における今
後の課題を述べる。





はない。 しか し,リーマンショック以降においても,子会社 ・関連会社3)を
2)中小企業の海外事業展開について,地域経済活性化の視点で分析 している最新の
研究として佐竹編(2014)がある。
3)「親会社」 とは,企 業の議決権の50%を超えて所有している会社 をいう。ただ
し50%以下であっても,経営を実質的に支配 している場合 も含む。「子会社」 と
は,あ る会社(親 会社)が50%超 の議決権を所有する当該会社 をいう。また,
中小企業の海外事業展開における労務管理の課題 3
保有する企業の比率は,国 内だけに子会社 ・関連会社を保有する比率が減少
を示すのに対 し,海外に子会社 ・関連会社を保有する企業は増加傾向を示 し
ている(図表1)。特に,製 造業では海外での子会社 ・関連会社保有比率の
増加傾向が強い(図 表2)。
図 表1主 要 産 業 の 子 会 社 ・関 連 会 社 図 表2





























































海外 子会社 の保 有状 況 を地域 別にみる と,ア ジア(中 国を除 く)が 最 も多
く10,775社,中国が10,231社,ヨー ロ ッパ が6,206社,北米 が6,051社,
その他の地域 が3,352社となっている。地域 別構 成比 でみる と,ア ジア(中
国 を 除 く)が29.5%,中 国 が27.9%,ヨ ー ロ ッ パ が16.9%,北 米 が
16.5%,その他 の地域 が9.2%で ある。海外子会社 数の うち約7割 を占める
製造業企業 の地域 別構成 比 をみ る と,ア ジ ア(中 国 を除 く)が29.8%,中
その子会社又はその親会社 とその子会社合計で50%超の議決権を所有する当該
会社(み なし子会社)及 び50%以下であっても経営を実質的に支配 している場













(中国を除く) 中国 ヨーロツパ 北米
その他の
地域
合 計 5,326 36,61510,77510,231 s.20s 6,051 3,352
鉱桑、採石粟、砂利採取粟 8 80 8 一 15 21 36
製 造 粟 3,425 25,203 7,516 6,893 4,731 4,226 1,837
電気・ガス粟 15 270 67 12 33 93 65
情報通信粟 319 1,159 314 376 197 212 so
卸 亮 粟 1,113 8,484 2,368 2,483 1,104 1,355 1,174
小 亮 粟 175 397 134 167 32 50 14
クレジットカー ド粟、割賦金融粟 7 25 16 7 一 2 0
物晶賃貸粟 21 184 42 23 23 9 87
学術研究、専門・技術サービス集 73 453 187 133 56 43 34
飲食サ ビース薬 51 92 30 39 5 16 2
生活関連サービス粟、娯楽乗 24 48 18 12 2 8 8
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全企業7,977社のうち7割 の5,630社が中小企業 となっている(図 表5)。
中でも製造業の占める割合は大 きい。
図 表5規 模 別 ・業 種 別 の直 接 投 資 企 業 の 数



















































出所)中小企業庁 『2012年版 中小企業 白書』
資料)総務省 「事業所 ・企業統計調査」 「2009年経済センサスー 基礎 調査」
注)1.ここでいう直接投資企業とは,海外に子会社(当該会社が50%超 の議 決権 を所 有する会社 。子会社
又は当該会社と子会社の合計で50%超の議決権を有する場合と,50%以下でも連結財務諸表の対
象となる場合も含 む。)を保 有する企業(個人事業所は含まない。)をいう。
2.こでいう大企業とは,中小 企業基本法に定義する中小 企業 者以外の企業をいう。
また,海外進出の理由としては,「現地の製品需要が旺盛又は今後の需要

































































・構成比は,回答企業 総数に対する該 当項 目の回答企業数の比率。
海外事業展開後の中小企業の課題は,人 的資源に関する問題が最 も大 き
い。海外直接投資先の問題 として,「外国人従業員の教育や労務管理が難 し
い」「現地の経営管理者の不足」をあげる企業は,各37.0%,28.9%(製造









2マ レー シ ア の状 況
マ レーシアは,ほ ぼ 日本 と同 じ広 さの国土 に2,995万人の人口を有す る。
一人当 た りのGDP(名 目)は ,2004年に4,816ドルであ ったのが,2012年
に10,387ドル とな り1万 ドルを突破 し,2013年には10,548ドル とな って
い る。2008年半 ば まで経済成 長率 は5%前 後 で推移 していたが,世 界金融
経済危機 に伴 う輸 出急 落で2009年に 一1.7%と大幅 に下落 した。2010年は
内需の回復 及び好調な中国経 済に牽引 されて通年 では7.2%ま で回復 した。
外 需低 迷に よ り2010年後半か ら成長 は減速傾 向 にあるが,2011年は投 資 と
国内消 費 に支 え られ,5.1%を 維持 した。2013年の経済 成長 率 は4.7%と




凸距闇 諸国 シンガポール ミ ブルネイ 旨 マ レーシア
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2 駐在員の生活環境が優れている 56.3 2 税鰐面でのインセンティヲ 53.4
3 取引先(納入先)企粟の集積 45.6 3 貫栖コミュニケー ション上の障晋の少なさ 51.6
4 イン7ラ(電 力 ・運輸 ・通信など)の充実 39.04 インフラ(電 力 ・運輸 ・通信など)の 充実 49.5









2 市場規頓・成長性 52.3 2 貫語コミュニケー ション上の瞳書の少なさ 56.1
3 従粟員の雇いやすさ(ワ ーカー、スタッフなど) 33.3 3 インフラ(電力・運●・通億など)の充契 51.5
4 駐在員の生活環境が優れている 19.9 4 駐在員の生活環境が優れている 36.3









83.8 2 従粟員の雇いやすさ(ワー カ 、ースタッフなど》 58.0
2 取引先(納入先)企粟の集積 23.0 3 市場規模 ・成長性 39.2














2 土地 ・事務所スペースがΩ窩、地価 ・賃斜の安さ 7.7















同年10月～11月に行った「在アジア・オセアニア日系企業 実態調 査(2013年度)」(進出 日系 企業
向けアンケート調査)の中で,「投資環境上のメリットと課題」を尋 ねた結果による。
中小企業の海外事業展開における労務管理の課題 9
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仏教 イスラム教 、ヒンドゥー 教
1
ミキ1'スト敏 陣 陣 仏敏 仏敵
マレーシアは,ASEAN諸国中でも経済的に発展 しており,製造業の現場
で作業する人の賃金(ワ ーカーの賃金[基 本給])をみて もデータがないブ
ルネイをのぞきシンガポールに続いて2番 目の高さである(図表8)。
図表9は,ジ ェ トロが2013年10月からll月にかけて行った 「在アジア・
オセアニア日系企業実態調査(2013年度)」(進出日系企業向けアンケー ト
調査)の 中で,「投 資環境上のメリッ トと課題」を尋 ねた結果であ るが,
ASEAN各国のメリットが現れており興味深い。マレーシアは,「市場規模 ・




騰」「労働力不足 ・人材採用難」が5割 を超えている(図 表10)。「人件費の
高騰」の主な理由として,2010年から段階的に実施されて きた最低賃金制
度が,2013年1月から全面的に適用されたことの影響が大きい。
「労働力不足 ・人材採用難」については,マ レーシアの人口自体が多 くな
い事が挙げられるが,少 し時代 を遡った説明が必要だろう。1980年代半ば




に切 り上 が った 時期 と重 な り,マ レー シアへ の 直接 投 資 が急 増 した(穴
沢,2010,96頁)とい う。
マ レー シア国内で は,1980年代 に入 ってイ ン ドネシア人 を中心 とす る非
合 法な外 国人労働者 の流 入が急増 し,マ レーシア人が忌避 する低賃金 ・重筋
労働 の職種(日 本でい う3K労 働 に相 当。道路建設 ・ビル建 設での就労,ホ
テル ・レス トラ ン等 の雑役労働[清 掃 ・運搬],家 事 メ イ ド等)を 担 った。
当初マ レーシア政府 は,こ れ ら外 国人労働 者 を原則 として排 除す る方針 を
とった。1985年には1万4,000人の イン ドネ シア不 法就労者 を逮捕 し,1万
3,000人を送還 している。 しか し,1990年のマ レーシア全 労働力人 口が670
万人に対 して,マ レーシア国内におけるイ ン ドネシア人労働者 は,合 法就労
者2万 人,非 合 法 は推 定で100万人規模 に達 した。 この よ うな状 況下,マ




年代に入るとその変化 を一層加速させ,従 来のプランテーション ・建設業 ・
サービス業から,一定の条件付 きで製造業 にも外国人の就労が認められた
(宮本,2002,102～104頁)。その後のアジア通貨危機等の影響 もあ り状況

















































































































































管理をいかに行 うか,②顧客 ・取引先 とコミュニケーションをいかに円滑に
とるか,③ 日本の親会社 と現地法人との関係をどう構築するかの3つ がある
と指摘 した。また,こ れらの課題を解決する方向として 「経営の現地化」を
挙げている。「現地化」 とは生産 ・経営に必要な諸資源を進出先で調達 し,
それを利用 してい くことであ り,「人の現地化」も含まれる。上記の諸課題





うかは,キ ーパーソンの存在の有無に大 きく左右 される。今後海外事業展開
をはかる中小企業は,経営のどのレベルまで現地化するかを意識することが






開に関連して,さ らに中小企業 を対象とすると絞 られる。海外事業展開をは
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かる特定の国 ・地域の,労働に関する法律や制度を対象に分析する研究(丹
野,2011)があるが,雇用,解 雇 労働契約,労 働協約,就 業規則,賃 金,
労働時間,労使関係等,人 的資源管理に関わる法律 ・制度に関する様々な課
題は,海外事業展開をはかる中小企業に取って不可欠な分野である。






期待 される原価で生産するように,生 産を予測 し,諸活動を計画 し,統制 ・
調整して,生 産活動全体の最適化を図ること(JISZ8141)」とある。さら
に広義と狭義の捉え方があ り,広義の生産管理 とは,事業戦略と整合 し,生
産活動の入力資源,管 理プロセス,出 力の全体の全体最適化するための戦略
立案と計画 ・統制機能であ り,実現のための組織 制度 システムの整備,
および トータルライフサイクルの管理をさす。一方狭義の生産管理 とは,生
産の計画と統制,す なわち生産目標を効率的に達成するための管理 生産計
画を立案する,計 画に基づき生産過程 を統制する,計 画と実績の差異分析 と
問題点の是正を行 う工程管理である((社)日本技術士会経営工学部会生産
研究会,2009,14頁)。
詳細な生産管理 工程管理 まで取 り扱 う労務管理の調査 ・研究は,大企業





研究ではないが,『日経 ものづ くり』(2011年5月号)で は,「和製見える




























4)こ の 傾 向 は,花 王(タ イ)(森2011a),セ イ コ ー エ プ ソ ン(イ ン ドネ シ ア)




4事 例 研 究一N社 ・マ レー シア 工 場一5)
1)N社の概要
本稿 で取 り上 げ るN社 は,創 業1940年3月,本 社 を大 阪府 に置 き,愛 知
県 に生 産 ・開発 拠 点 を2006年か ら設 置(移 設)し て い る。資 本 金31億
3,775万4千円,従 業員 は,単 独 で258名(男 性197名,女 性61名),2004
年に株 式会社 ジ ヤス ダ ック証券取引所(現,東 京証券取引所JASDAQ市場)
に株 式 を上場 している。業種分類 は卸 売業 となってお り,中 小企業 の範 囲で
は ない。海外展 開 を1987年か ら開始 し,国 内外 に関連会社 も有 してい る。
連 結 の 従 業 員 規 模 は,4,369名(男性1,198名,女性3,171名)であ る
(2013年3月確認 資料)。
事 業内容 としては,商 事 部門 と製造部門を有 する。商事部 門では,電 機 ・
電子部 品他 産業 資材 を扱 い,製 造部 門で は,プ ラスチ ック成形 品 ・組 立部
品,塗 装 ・印刷 ・プ レス ・切削,金 型製作 を行 って い る。売 上高(2011年
度)は,273億460万 円(単 独),394億350万円(連 結)と な っ て い る
(2013年3月確認 資料)。
海外生 産拠 点(関 連会社 除 く)は,バ ンコ ク工 場(タ イ)(1987年ll月
設立),マ レーシア工場(1993年2月設立),コ ラー ト工場(タ イ)(1995年
6月設立),深 切工場(中 国)(2000年1月設立),ベ トナ ム工場(2002年10
月設立),フ ィリピ ン工場(2008年10月設立),ジ ャカル タ工 場(イ ン ドネ
シア)(2013年1月設立)を 有す る(2013年3月確認 資料)。
沿革 を概観 す ると,1968年に愛 知県で プラスチ ック成形工場 を開設 した










に現地法人 を設立する。1996年,中国本土への拡販 を図るため,香港 に現
地法人を設立 し,2002年に海外第四の生産拠点として,中 国 ・深刎 に香港
の現地法人,深馴工場の操業を開始する。また同年には,プ ラスチック射出
成形用金型の製造販売会社 として,バ ンコクに現地法人を設立 している。
さらに同年には海外第五の生産拠点として,ベ トナム ・ハノイに現地法人
を設立し,2006年に愛知県に生産 ・開発所点として本部(1事業所 ・1工場)





本稿 で注 目す るマ レー シア工場6)は,大手 自動車 部品 メーカー を主要取 引
先 とする車載部品生産成形工場 で,主 に リアワイパ ーアーム/ボ デ ィ等 の成
形 ・組立 を行 ってい る。工場 床面積9,240㎡,成形機41台,従 業 員 数180
名であ る。N社 には,同 じ車 載部 品生 産成形工場 として1事業所 ・1工場(愛
知県),バ ンコク工場,コ ラー ト工場(タ イ),ベ トナム工場 がある7)。
各工場 の機 能 と規模 を示す と,1事業所 ・1工場(愛 知 県)は,マ ザ ー工場
と して機 能 し,高 付 加価値 製 品向け部 品の 開発 ・製造 を行 う。工場 床面積
7,945㎡,成形機43台,従 業員92名 。バ ンコク工場 は,イ ンジ ェクター組
立等 を行 い,海 外 工場 の 中心機 能 を担 う。工場 床面積6,120㎡,成形機55
































工場床面積 7,魍5㎡ 6,120rd 9,2401㎡ 19,85⑪㎡ 6,120㎡
成影機 43台 55台 41台 134台 88台
従業員 9蹄 ass名 1呂0名 x,378名 1,ISCI名
設立年 20dG年設置(移醗, 1987年 19J3年 1935 2⑪02年
出所)調査資料に基づき筆者作成
台,従 業員463名。コラー ト工場(タ イ)は,車 載部品の他,OA関連部
品,カ メラ部品も手掛けてお り,精密組立用のクリーンルームも完備 した多
角化された総合工場 とされている。工場床面積14,850㎡,成形機134台,
従業員2,378名。ベ トナム工場は,バ ルブギアの他,プ リンター部品 ・組立








第二にN社は,ア ジア各国に複数の生産拠点を有 してお り,2013年にはタ










そ して第三 に,東南アジア各国の中で もマレーシア工場 は,人件費が高
く,マレーシア国内市場の特徴(マ レーシア国民車や,ブ ミプ トラ政策の存
在)に より,制約条件が多い。そのような制約の下で一定の成果をあげてい
るマレーシア工場の取組みは,今後進出をする製造業,特 に中小企業(2次









立当初 この立地場所 を選定したのは,労働集約的な工程を担 うため,当 時マ
レーシアの中でも人件費が比較的安いところを選択 したことによる1°)。
作業工程のワンウェイ化






表記)か らは3社 からの回答があった。 しかし,全52サンプルのうち半数近 く
(23サンプル)がセランゴール州(ク アラルンプールが含 まれる州。國分,2004





給不足は生産性の低下を招 く。製造部門における作 り過 ぎ,加工不良の発生
や遅延は,完 成品の過不足 を招 く。最終的な納期に合わせるため,製 品在庫
をどれだけ持つのかを判断することが,効 率経営には欠かせない。工場管理











































注)最 終 品質チェックポイントを合格した製 品 ・加
工品が,納入先に搬入される梱 包で,完成 品
在庫 部の扉の前に置かれている。枠線 が書
か れ ており,この枠 内 まで が 製 造(成形 加









が指定 されている。オレンジ(生 産管理 〔主 に金型技術〕),黄色(品 質管
理),青(製造),緑(購買),グレー(販売 ・事務 〔経理 ・総務〕)の5色で
ある。そして従業員の制服 を,作業者用 とスタッフ用に区分 している。作業
者は,ワ ーカーやオペレーターと呼ばれ実際の作業を担 う。スタッフは,工
場の運営 ・管理における意思決定(判 断)に携わる人をさす。製造現場にお




この よ う な管 理 手 法 は,コ ラ ー ト工 場(タ イ)の 標 準 を採 用 して お
り,2013年5月3日 に一斉導 入 された。 コラー ト工場(タ イ)で 管理 の標
準 が策定 される要因 として,同 工 場の従業員規模 が大 きい(2,378名)こと
がある。以下に,イ ンタビューの抜粋 を示 す(以 後 同 じ)。
(コラー ト工場(タ イ)の ように大規模 な工場 となる と:筆 者 補足)作
業者 一人一人の名前 を覚 え られないんですね。月に何百 人 とい う人が入
れ替わ ります ので,離 職率 もあ ります ので,そ うす る とAさ んBさ んC
ll)梅村(2014)も,中国 ・蘇州の農業機械向け部品組立 ・加工を行う企業の事例を









ライン側で品質(品 質管理:筆 者補足)の 人間が一体 どこにいるんだと
いうのが,上(工 場2階 部分:筆 者補足)か ら黄色い帽子かぶらせてる
んですけど,品質の人間が何をやってるのか,そ こら辺にかたまってる
と品質の トラブルも一発で見えるようにはなってる。








の高さが指摘 されてお り,マレーシア工場 も若年層の作業者について同様の









員は,全 員35歳 以上 とい う。 この ような継続勤務者 は,身 体的 な変化(「 目
が見えにくい」や 「腰が痛い」など)か ら,夜勤勤務 を忌避する傾向があ
り,24時間体制で生産する工場の場合,外 国人労働者 を雇用する必要性が




































されている。ただ し,厚生労働省(2013)は,2013年3月に発行 されてお り,
それ以降の変更について本稿では確認できていない。
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そ うする と,直 接作業 する人を減 らして,間 接作業 やってかな きゃい
けない。技術者 を増 や して,自 動化 を進 めなければいけない とか,そ う
い うふ うになるわけ じゃないですか。そ うする と,少 ない人数でた くさ
んのア ウ トプ ッ トをしな きゃいけない とか,今 まで以上 の ものを作 らな
い と会社 も伸 び ませ んので。
とい うことは,投 資 もかかるイ コールそれ以上 の利益 を出 さな きゃい
けない じゃないですか。そ うする と,さ らに高付加価値 の ものを作 らな
きゃいけない となる と,高 付加価値 の ものイ コール さらに品質が高 い。
どん どんチ ャレンジする ターゲ ッ トを上 げていかな きゃいけない。
そ うする と,今 まで と同 じ物 づ くりの仕 方,同 じ管理 の仕方 ではで き
ないので,い かにシ ンプルで効 率のいい物 づ くりをするか とい うと,原
点に戻 って今 のゾー ン別で分 けたや り方,あ と次工程 はお客様 とい う感
覚に もう一回戻 ってやってい く。
高騰する人件費の中,経営環境 として制約が存在するマレーシアにおいて
効率化 を推進してい くために,常 に現場の改善を行いつつ原点を確認 してい
る。
「作業」 と 「判断」を分離 させる仕組みづくり
海外進出した日系製造業企業の判断基準からすると,特に新興国における












認識させ,加 工部門内では射出成形機の大 きさごとに製造ラインを 「L1-






クレー ンを設置する までは,各 ライ ンの間に電気 ケーブル,エ ア(圧 縮空




作業工程のワンウェイ化で示 したように,マ レーシア工場は大 きく3部門
に区分されている。材料供給部門(写 真1)には,最 近まで搬入 される材料
の一時置き場が限られていた。そのため少 し距離があるところに保管せざる























取 り出した後に出来る樹脂が通った跡:筆 者補足)な どの資材を販売する部
門の受け渡し場所がある。不良を出した場合,ラ インごとに不良品を廃棄す
ることがある。2013年9月時点において,取 組み段階ではあったが,製 造
ライン毎の不良率等の成績 を 「見える化」 し,製造 ラインごとに 「競争意
識」を持たせようとの試みがなされつつあった。
写真10のホワイ トボー ドには,ラ インの担当者等が記載 されているが,
このボー ドに不良率等 を 「見える化」しようとの試みである。今後は,ラ イ
ンへの投入材料 と,最終生産品の重 さなどで効率的な材料消費を示そうと計







「見える化」から 「見 られて評価 される工場」ヘ
マレーシア工場の取組みは,「見える化」というキーワー ドで言い表せる。
各工程における作業者が確認するマニュアル段階から,帽子の色の動 きで工
場全体の状況を判断できるまで,す べて 「見 える化」の実践であるといえ
る。
ただ,マ レーシア工場の 「見える化」には,対 内的な意味と対外的な意味
がある。対内的な 「見える化」の目的には,生 産における情報 ・状況を視覚
化し把握するとともに,情報 を共有することで工場内に競争意識を醸成 し,
より効率性 を高めようと試みている。


















場 に:筆 者補足)私 赴任 して,下 の方の担 当で赴任 した ときです け ど,
や っぱ り同 じような構 想 で動か そ う として や られ てた んです よ。 ここ
10年,私 は赴任 してll年 目なんです け ど(2002～2003年か ら以降:筆
者補 足),そ の間 に海外 か らの経営者が 変わ ると,責 任者 が変わ る と経
営の仕 方がが らっ と変わって しまいます し,物 づ くりの内容 に よって,
常に変化 させていかな くてはいけないので,た ぶん変 わっていって しま
うんです よ。10年 くらい前 にはそれで いい とな っていた のが,ま た変
わって違 う流 れになったの を,ま た こち らの工場 に きた時にその形 に戻
した方がいいな と自分 の中で思い まして,そ の中で工場 の流 れをシ ンプ




メー カー も含 まれ る。 日本 の 自動 車 メー カーは,「擦 り合 わせ(イ ンテグラ
ル)」型 アーキテ クチ ャに位 置づ け られる。アーキテ クチ ャとは,製 品や工
程の基 本設計思想であ り,擦 り合 わせ型 は部品設計 を相互調整 して製 品ご と
に全体最適 な立場か ら設 計 しない と製 品全 体 の性 能が 出せ ない タイ プで あ
る。それ に対 して 「組 み合 わせ(モ ジュ ラー)」型 アーキテ クチ ャは,部 品
(モジュール)の 接合部(イ ンター フェイス)が 標 準化 されていて,こ れ を
組み 合 わせ れ ば多 様 な製 品 を設計 で き,典 型例 がPC(パ ー ソナ ル ・コ ン
ピュー タ)で ある。企業 の基本 的な設計思想 は,2つ の アーキテ クチ ャを極
とするスペ ク トラムの どこかに位 置づけ られる(天 野,2011)。
マ レーシア工場 の売上のほ とん どが,日 本 の大 手一 次 自動車部 品メーカー
であるか らといって,100%で は無 い。部 品メーカーは様 々なメー カー との
取引 を行い,経 営の安 定化 を図る。時に取 引先 か らの工程 監査 が行 われた場
合,一 目で競 合他社 の もの を見 て盗 まれて しま うのは困 る,「途 中お客様 の
要望に よって ワンウェイにする と見えて しまうので,見 えない ように して く
だ さい とい う車 メー カー さんの ご要望 もあった」 とい う。「だか ら壁 を作 っ
た りとか,そ うい う流 れが一時期 あった」 とい う。
しか しシ ンプルな工程 を作 る ことが,生 産性の面 で も,品 質管理 の面 で も
良い効果が現れる。
シンプルな工程 を作ることで別の方(管理者:筆 者補足)が この工場を
担当しても,す ぐに入 りこめるじゃないですか。それを経営者である人
たちだけ じゃな くても,現場の人も一緒だと思 うんですよね。
そして顧客の現状は,
今 は,隠 して も隠 さな くて も変わ らな くなって きた とい うのが正 直な と
ころで,ど この会社 で も同 じようないい金型 が入 って くればある程度 の










































マ レ ー シ ア 工 場 に お け る 効 率 化 は,ManagingDirectorとFactory
Managerの2人の 日本人ス タッフに よって推進 されてい る。30代のFactory
Managerは,タイ工場 に赴任 後10年 間,東 南ア ジア各 国の工場で経験 を積
み現職 となった。
複 数国に製造拠 点 を有するN社 では,各 工場 が抱 えている課題 を,各 工場
の現場 を担 当 し責任 を担 う日本 人ス タッフが共有 して きた。様 々な課題 の解
決策 を模索 し,実 践 し続 けて きた ことの成 果が,本 稿 で紹介 した労務管理手
法の標準化 であろ う。そ して標準化 された労務 管理 手法 に基づ いてマ レーシ
ア工場 では,マ レーシア特有 の状 況に対 する対応 策を講 じ,さ らに現場 の改
革 を進めている。 この ことは,複 数国での現場経験 を経 たFactoryManager
の リー ダーシ ップの役 割が大 きい。
またそれ と同時に,日 本国内か ら派遣 されたFactoryManagerを指導 ・管
轄するベテ ランであるManagingDirectorの存在 ・手腕 がある。海外現場 の





















扱 うかによって課題は変化する。投資決定のポイントの上位4項 目に入 り,
近年増加傾向にある項 目として 「納入先を含む,他 の日系企業の進出実績が
ある」(図表6)に注 目すれば,日本国内の取引関係の延長線上で海外事業




ば,日 本国内における管理手法が基礎 となる。本稿で も提示 した 「見える
化」は,事例紹介やノウハウの提示 を行 う関連書籍 ・資料やコンサルタント
が多数存在する。ただ,扱 う製品のアーキテクチャ,すなわち 「擦 り合わせ
型」であるかどうかの判断が,本稿で紹介 したより進んだ 「見える化」への
分岐となると考えられる。
第二は,事業規模 に関わる労務管理 についてである。第一 とも関連する
が,日 本国内の事業規模 と同じであれば,や はり日本国内における管理手法
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が基礎 となる。 しか し,2014年4月時点のASEAN10力国の総人口は,6






















は,お 忙 しい ところ貴重 な時間を頂 き誠 に感謝 してお ります。ここに厚 く御
礼 を申 し上げ ます。













合 計 29,37612,05012,36112,69143.2 43.6 43.2 0.4 ▲0.4
鉱粟、操石粟、砂利探取粟 41 17 19 24 47.2 51.4 58.5 4.2 7.1
製 造 粟 13,345,9435,9866ρ61 45.3 45.7 45.4 0.4 ▲0.3
電気・ガス集 130 80 87 88 65.668.5 677 2.9 ▲08
情報通信粟 2,453 870 886 929 39.540.0 37.9 0.5 ▲21
卸 売 粟 5,8992,8502,9853,05751.2 52.251.8 1.0 　 0.4
小 売 粟 3,6361,2501,2551,31636.036.0 36.2 o.o 0.2
クレジットカー ド粟、割賦金融粟 77 27 28 30 40.9 39.4 39.0 ▲1.5 ▲0.4
物晶賃貸粟 303 100 99 111 388 36.0 36.6 ▲28 0.6
学術研究、専門・技術サービス桑 596 217 240 232 398 40.2 38.9 0.4 ▲13
飲食サービス粟 s≫ 177 201 214 29.534.1 34.7 4.6 o.s
生活関連サービス粟、娯楽粟 732 185 210 208 26.729.5 28.4 z.s ▲1.1
飼人教授所 14 2 z 2 zo.o 15.4 14.3 ▲4.6 ▲1.1
サービス粟(寧) i,533 332 363 419 278 2sz 27.3 ▲16 1.1
出所)図 表1に 同じ。
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中小 企 業 の 海 外 事 業 展 開 に お け る労 務 管 理 の 課 題41
technologytransfer,i.e.theroleofdomesticbasesasmotherfactories.
Thesefindingssuggestsolutionsforthechallengesthatmaybe
encounteredbysmallandmidsizedbusinessesinseekingoverseas
expansion.
